
世界トップレベルの「スマート一次産業」の実現に向けた

実証フィールド形成による地域創生
【北海道・岩見沢市・更別村 共同提案】

◆ メイン事業

遠隔監視による農機の無人走行システム（SIPの成果）の社会実装を実現

北大を中心に世界最先端の研究が進む無人トラクターの遠隔走行の実現に向けて、稲作に

ついては岩見沢市、畑作については更別村を中心に、産学官による社会実装を進める研究

・実証フィールドを目指すとともに、一次産業の生産性向上や周辺産業への波及を促す。

◆ サブ事業

一次産業分野におけるドローンの活用

◆ 実現に必要な国の支援メニュー等

《STEP1》
遊水地・村有地

における実証

《STEP２》
社会実装に不可欠な

圃場間移動を含む実証

《STEP３》
産学官による開発・検証

拠点の形成

・岩見沢市：水稲作付面積・収穫量が全道一位であり、実証フィールドとして遊水地を活用し、

地域BWA（広帯域移動無線アクセスシステム）網の整備を併せて進める。

・更別村：農家一戸当たりの農地面積49.7haと日本を代表する大規模畑作地帯であり、実証
フィールドとして村有地等を活用し、Wi-Fi環境の整備を併せて進める。

・ドローンによる農薬散布自動航行の実証

・スマホ等を活用したリモートセンシングアプリとＡＩによる生育状況等の把握

・森林におけるドローンを活用した殺鼠剤散布

【規制緩和等】
○無人トラクターの実証時における圃場間移動に関する各種規制や運用の緩和

・農業機械の自動走行ガイドライン（農林水産省）

・道路使用許可等の手続きなどに関する連携・協力など(警察庁)
○一自治体に限定されている周波数帯の基準（総務省）

○ドローンに係る各種規制や運用の緩和（国土交通省等）

・補助者配置義務 ・目視外飛行時（夜間を含む）の基準 ・最大離陸重量(25kg)
など

【活用事業】
○地方創生推進交付金（内閣府）

○地域IoT実装推進事業（総務省） など

【税制優遇】
○地域未来投資促進法を活用した税制優遇
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